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入札公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札に付します。
令和８年１月 13 日

独立行政法人造幣局理事 村上 佳子
◎調達機関番号 561 ◎所在地番号 27
〇造大第１号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 庁舎工場耐震改修等整備工事設計
委託業務
 業務内容 庁舎工場の耐震補強を含む改修
工事（建築、機械設備、電気設備）について
の基本設計及び実施設計。
 履行期限 令和９年３月10日
２ 指名されるために必要な要件
 造幣局契約事務規程第４条及び第５条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８年度財務省競争参加資格又は、
令和７・８年度独立行政法人造幣局競争参加
資格において業種区分が「建築士事務所」で
「Ａ」に格付けされている者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
であること。
 造幣局と締結した契約に関し、契約に違反
し、契約の相手方として不適当であると認め
られる者でないこと。
 入札参加者を選定するための基準
 国又は地方公共団体等が発注する整備工
事の設計実績を有する者を配置すること。
 自らの組織の中から、管理技術者を選任
すること。
 建築工事、機械設備工事、電気設備工事
の各分野に各１名以上の担当技術者をおく
こと。
 一級建築士の資格を有する者を配置する
こと。
 耐震改修に関する範囲については、構造
設計一級建築士であり、次の各号に掲げる
講習会のいずれかを受講し、構造図作成業
務、耐震診断業務及び耐震改修工事にかか
る設計業務の実績がある者であること。

１）各都道府県の一般社団法人建築士事務
所協会又は公益社団法人建築士事務所協
会が主催した「耐震診断講習会」を修了
している者であること。
２）一般財団法人日本建築防災協会が主催
した「鉄筋コンクリート造又は鉄骨造の
耐震診断、耐震補強に係る講習会」を修
了している者であること。

３ 入札手続等
 担当窓口 〒5300043 大阪市北区天満
１１79 独立行政法人造幣局 総務部経
理課 契約担当 平田 博美 電話06
63515463
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
令和８年１月23日17時00分まで、上記３
の場所で随時行う。
 参加表明書を提出できる者の範囲 令和７
年12月26日において、上記２に掲げる競争
参加資格の認定を受けていない者
 参加表明書の提出期限、場所及び方法
令和８年１月23日17時00分 上記３に同
じ 持参又は郵送すること。
 入札書の受領期限、場所及び提出方法
郵送する場合は上記３に令和８年３月９
日17時00分までに必着、持参する場合は開札
の日時までとする。
 開札の日時及び場所 令和８年３月10日10
時00分 造幣局経理課会議室

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除。
 契約保証金 契約金額の100分の10以上。
ただし、金融機関等の保証証券等をもって
契約の保証の納付をすること。

 入札の無効 本公示に示した「指名される
ために必要な要件」のない者のした入札、参
加表明書に虚偽の記載をした者のした入札及
び入札に関する条件に違反した入札は無効と
する。
 落札者の決定方法 造幣局契約事務規程第
７条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。

 契約書作成の要否 要。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 参加表明書を提出した者が、競争に参加す
るためには、上記２に掲げる競争参加資格
の認定を受け、かつ、指名されなければなら
ない。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of procurement :

MURAKAMI Yoshiko, Executive Director,

Japan Mint

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Design of

seismic retrofitting and other maintenance

work for the office and factory building

 Time‑limit to express interests : January

23, 2026 at 5 : 00 pm

 Time‑limit for the submission of tenders :

March 9, 2026 at 5 : 00 pm

 Contact point for tender documentation :

HIRATA Hiromi, Contract Unit, Accounts

Division, General Affairs Department,

Japan Mint, 1179 Temma Kita‑ku,
Osaka‑shi 5300043 Japan TEL 066351
5463

競争参加者の資格に関する公示
日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株式会
社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険（以
下「当グループ」という。）の広報・宣伝活動に関
する業務の委託案件に係る資格を得ようとする者
の申請方法等について、次のとおり公示します。
令和８年１月 13 日
日本郵政株式会社
取締役兼代表執行役社長 根岸 一行

日本郵便株式会社
代表取締役社長兼執行役員社長 小池 信也
株式会社ゆうちょ銀行
取締役兼代表執行役社長 笠間 貴之

株式会社かんぽ生命保険
取締役兼代表執行役社長 谷垣 邦夫

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 申請が必要となる役務
広告関連業務

２ 申請の時期
令和８年１月13日から令和８年２月４日12時
までの間、受け付けます。
３ 申請の方法
 申請書類等の入手方法申請書類等は、下記
の場所において、申請をしようとする方に
随時交付します。
また、日本郵政株式会社ホームページから
のダウンロードも可能です。
https://www.japanpost.jp/procurement/

（申請書類）
・説明会参加申込書
・機密情報の取扱いに関する確約書
 申請書類の提出方法及び提出期限
申請書類に必要事項を記入の上、次の場所
に持参若しくは郵送してください。
（提出先）〒1008791 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵政株式会社広報宣
伝部広告宣伝担当
（提出期限）令和８年２月４日12時（郵送の
場合は必着）
 申請書類等の作成に用いる言語 日本語
４ 申請をすることができない者
次の事項に該当する者は、申請することがで
きません。
 広告関連業務が実施できる広告代理店等で
ない者
 当グループから取引停止を通知され、その
停止期間中の者
 会社更生法の更生手続開始又は民事再生法
の再生手続開始の申立をした者（ただし、こ
れらの手続の終結の決定を受けた者を除く。）
 反社会的勢力と認められる者及び反社会的
勢力との関与が認められる者、その他当社の
規定に定めるもの
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